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研究成果の概要（和文）：人事制度の変更や実際に行われる評価、報酬、昇進等の処遇結果が、

どの程度従業員に認識されているか、また、その認識に基づき従業員の行動がどのように変化

するかを人事経済学の視点から検証した。特に、人事マイクロデータという極めて汚れのない

情報と従業員の仕事に関するアンケートを合わせたデータを数年にわたり作成し、これまでに

ないデータセットを作り分析を行った。 

 
研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to measure the extent to which workers 

comprehend the performance evaluation and other HRM policies of their companies.  

Their behavioral changes brought by new HRM policies are also analyzed with the panel 

data sets of personnel records and employee job satisfaction survey. 
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１．研究開始当初の背景 

(1) 人事の経済学や契約理論の発展により、
評価・報酬制度や昇進構造により労働者のエ
フォートやパフォーマンスが変化すると議
論され、「制度」のあり方が直接働く意欲や
職務行動に影響を与えると考えられ分析が
なされてきた。しかし、情報がアンケートに
よってしか取られなかったことにより、｢制
度｣の変更が｢働く意欲｣や｢職務行動｣の変化
を引き起こすまでの数多くの中間段階の変
化が分析されないという問題を残した。 

 
(2)制度変更が意図とは異なる結果をもたら

すなど理論的予想が当たらないケースがこ
れまでの研究で観察されていたため、従業員
の制度認識が十分でない可能性が注目され
るようになった。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究は、特徴的な人事制度を持つとし
て注目されてきた日本企業を対象に、｢制度｣
変更が従業員の｢意欲｣および｢行動｣に変化
を及ぼすまでの各段階の接合を検証する。 
 
(2)人事管理の PDCA サイクルにおいて、前後
の関連が切断されている可能性（ミッシング
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リンクの存在）、あるいは、適切に機能しな
いことにより人事制度が予想通りの結果を
生まない可能性を検証する。 

①｢認識｣の役割に焦点を当て「制度」と「反
応」の関係を解明する。 

②各リンクが機能しない要因を具体的に
明らかにする。 

③それらが人事制度の効果をどのように
歪めるかを分析し原因を提示する。 

 
 

３．研究の方法 
(1) 企業内人事マイクロデータとアンケー
トをマッチングさせたデータを各年毎に作
成し、かつ、数年にわたり同種の作業を行う
ことでパネルデータセットを作成する。 

①ES調査項目は、毎年調査対象企業との打
ち合わせを行うことで改善を行う。 

②調査結果は、職場にフィードバックし、
改善の経過を統計的に検証する。 

③以上の過程を繰り返し、ES調査そのもの
の PDCA プロセスを確立する。 
 
(2)人事・処遇制度および評価に関する企業
側と従業員側の認識の差の存在は、企業調査
と従業員調査をマッチングできる全国調査
等の分析で補完する。 
 
(3)「制度」、特に評価処遇制度の改定に関し、
その詳細を対象企業から聞き取る。 
 
(4)従業員の成果や認識の指数に関しては、
ES（Employment Satisfaction）調査にくわ
え、聞き取り調査を行う。 
 
(5)能力指標や生産性、および教育訓練の効
果に関しては、企業内に蓄積されている企業
内成果指標を探り利用を考える。 

 
４．研究成果 
(1)人事マイクロデータとES調査をマッチン
グしたパネルデータの作成 

これまでの調査をもとに、従業員満足度に
強く影響を与える項目を統計的に選び出し、
それに基づいて企業の人事部と新たな項目
の追加について検討した。その結果を持って、
ある企業で全社員約300名を対象に調査を数
年にわたり行った。 
 ES サーベイは、性別、年齢別、部門別等の
いくつかのカテゴリーごとに平均値や分散
を求め、企業にフィードバックされた。また、
毎年、各部門の複数の管理職とともに、人事
施策および管理職研修の効果に関する検証
を行い、次年度に必要な施策を検討した。そ
の後、次年度に行われる ES サーベイの修正
を検討した。また、サーベイの結果と、人事
マイクロデータを突合し過去のパネルデー

タに新年度分を追加し、パネルの期間を増や
した。 
 
(2)主な分析結果 
①「個別の評価・賃金や仕事関連の諸要因の
変化が従業員の労働意欲に与える効果の検
証」 
はじめに昇給額や勤続年数、等級在籍年数

等をコントロールした上でなお人事評価結
果が労働意欲への正の効果を持ち、かつその
限界効果は等級在籍年数の長期化に伴い低
下することが確認された。この結果は、将来
のキャリアに対する関心（キャリア・コンサ
ーン）がもたらすインセンティブの影響とし
て解釈できる。つまり、人事評価を通じて労
働者の能力に関する市場の期待が更新され、
次期以降の市場賃金がその更新された期待
値に基づき定まれば、経験が長く能力水準が
すでに知られている労働者はキャリア・コン
サーンによるインセンティブを失っており、
それゆえ等級在籍年数の長期化に伴い人事
評価の効果は低下したと考えられる。 
なお、この結果は先行研究のそれと異なっ

ている。先行研究では、等級在籍年数の長期
化に伴うインセンティブの低下に対処する
ために、賞与／基本給比率は相対的に上昇す
るように設計されると考えているが、この研
究では、逆の結果を得た。 
また、直近に支給された賞与額そのものは

労働意欲を有意に高める効果を持つこと、さ
らに仕事関連の諸要因も労働意欲に無視で
きない大きさの効果を与えていることも確
認された。 
②「「やる気にともなう不安」の検証」 
 従業員の不安を明示的にとりあげて、実態
およびそれらに影響を与える要因を検証し
た。分析結果では、従来重要であるとされて
きた賃金や「過程の公平性」施策（面接や結
果の通知）よりも、適度な変化と自己裁量の
ある仕事、そして職場の適切な支援・アドバ 
イスが重要であることが示唆された。 
従来の先行研究では労働意欲には賃金や

面接、評価結果の通知などが有効であること
が示されてきたが、むしろ職場の支援や仕事
の内容についてのマネジメントが重要であ
るとの結論に達した。 
③「人事制度の認識と相対的評価・賃金の認
識状況分析」 
 まず、従業員は人事制度や賃金構造に関す
る知識は十分ではないことが確認された。特
に、従業員が描いている賃金の全体像は実態
からかなり大きく離れていることも明らか
になった。 
制度に関する理解が浅く状況認識が不正

確な状況下では、制度を変更してもその意図
どおりの結果を期待できない。従業員の働き
方を変化させようとするならば、制度そのも



のの変更だけでなく、従業員の人事制度に関
する理解度と認識の水準を上げることが必
要であると言える。 

しばしば、制度変更は行ったが効果がいっ
こうに現れないということが起きるが、その
背景として、従業員の認識の問題があること
が示唆された。 
④「管理職が持つ評価を告げる苦痛を数量的
に把握」 

人事評価結果が高い部下や上司との人間
関係が良好な部下には人事評価を通知しや
すく、逆に人事評価結果が低い部下には結果
を伝にくくなることを確認するものであっ
た。言い換えれば、人事評価結果が低ければ
評価者負担も高まること、さらに被評価者と
評価者の人間関係が良好ならば評価者負担
が和らげられる。 

またこのことは、多くの企業で面接制度の
実施率の向上が労使で共有された目標とさ
れている事実がある一方で、それが簡単には
実現されない背景を説明している。 
⑤「自己評価と上司評価の相関と上司評価の
分布」 

仕事の観察が容易な場合には、上司評価と
部下自己評価の相関係数が大きくなり人事
評価の分布も正規分布に近づくのに対し、観
察が困難な職務の場合には、上司評価と部下
自己評価の相関係数が小さくなり人事評価
分布も寛大化や中心化する傾向があること
が示された。くわえて、人事評価が寛大化し
た場合には人事部が評価調整の最終段階で
介入し、人事評価結果の分布を強制的に変更
することも確認された。 
⑥「評価制度に対する従業員の納得度を決め
る要因」 

個人が受けた評価に納得するかどうかで
はなく、制度そのものに関する納得度を問題
とする点に注目した。 

一般に、従業員が人事評価制度に納得する
ためには、最終的な評価が決定されるまでに
関係する様々な要素や側面を理解し了解し
ておくことが求められる。重視される評価指
標そのもの、評価手続、評価結果、そしてそ
れらの公開や育成も関係する。また、期末の
面接や人事評価通知が行われることだけで
なく、通常正式の人事評価の手続きとは考え
られない、職場目標をきちんと説明して部下
の納得を取りつけることや部下の能力に応
じて公正に仕事を配分すること、すなわちマ
ネジメントのあり方も重要であるという考
えは、仕事の現場では言われることであるが、
統計的検証が十分でない。 

分析の結果は、それらが納得度を高める要
因となることが確認された。さらに、マネジ
メントの効果が職場によって異なることも
明らかにされ、異なる職場を同一の評価制度
で評価することが困難であることが示唆さ

れた。 
⑦「勤続年数と技能形成に関する分析」 
これまで主に聞き取り調査で確認された、

技能の幅と異常への対応能力は勤続ととも
に増加するという事実が統計的にも確認さ
れるという結果を得た。 
⑧「女性の就労と人事施策の関係に関する研
究」 
一般に入手できる四季報のデータを手入

力したパネルデータを分析し、有給の育児休
業制度が女性の離職を抑える可能性が観察
された。 
また、｢両立支援制度｣および｢均等待遇｣

に関する分析も行った。全国調査の個票を
入手し解析するとともに、企業内パネルデー
タを用い、女性の処遇と満足度の間のパラド
ックスも検証した。 
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